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１．一般会計

平成２１年度一般会計当初予算額は１２３億５，４００万円で、その後補正増額され最終

予算額は１４８億９，７５９万１千円となりました。

歳入決算額は１４６億８，３６２万２千円、歳出決算額は１４１億４，１３９万６千円、

歳入歳出差引額は５億４，２２２万６千円で、平成２２年度への繰越財源８，２５７万９千

円を差し引いた実質収支は４億５，９６４万７千円となりました。

歳入の主なものとしては、市税が２５億１，３４８万４千円で歳入全体の１７．１％、地

方交付税が６０億３，１５４万４千円で歳入全体の４１．１％、国庫支出金が２３億１，６

５９万９千円で歳入全体の１５．８％、県支出金が７億２，１７８万５千円で歳入全体の

４．９％、市債が１２億５，７３０万円で歳入全体の８．６％となりました。

国庫支出金の主なものは、経済対策関係の各種補助金で１１億１，０２０万３千円、生活

保護費関係で５億９，９０４万６千円、障害者福祉等の社会福祉関係で２億３，２２０万４

千円、児童福祉関係で１億８，０４２万２千円、地域活力基盤創造交付金が１億１，１５２

万円となりました。また、生活保護費関係で５，９６９万８千円増えたことや経済対策事業

補助金が１１億円あまりあったことにより、前年度比１２億７，８４３万５千円（１２３．

１％）の増となりました。

県支出金の主なものは、障害者福祉や福祉医療給付費などの社会福祉関係で３億８，２３

４万７千円、児童福祉関係で１億２，５３１万１千円です。また、緊急雇用創出特別基金事

業費補助金３，２５２万３千円や新型インフルエンザ対策事業補助金８８６万３千円なども

ありましたが、合併市町村特例交付金１億２，０００万円がなくなったことにより、前年度

比５，０４０万６千円（６．５％）の減となりました。

市債は、市道整備に伴う道路改良事業債９，８５０万円、集会所建設事業債５，３７０万

円、臨時財政対策債６億９，６８０万円、公的資金借換債３億７，２００万円などで、前年

度比７億１，６５０万円（１３２．５％）の増となりました。

歳出の主なものでは、人件費が２４億５，４４５万７千円、扶助費が２１億２，２０２万

３千円、公債費が２０億９，２３３万９千円で、これら義務的経費の合計で６６億６，８８

１万９千円となりました。普通建設事業費は１１億２，６４７万４千円で、主なものは、地

域活性化・生活対策臨時交付金事業２億８，４７１万２千円、地域活性化・経済危機対策臨

時交付金事業３億７，２７５万２千円、道路新設改良事業２億３，７３２万円、集会所建設

事業が５，６６２万３千円、幼保一体施設整備事業１，９５２万７千円となり、前年度比で

は５億３，７５１万５千円（９１．３％）の増となりました。
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（１）平成２１年度一般会計の決算状況

１．総括

（単位：千円）

区 分 平 成 21 年 度 平 成 20 年 度 増減額

予 算 現 額 14,897,591 13,492,136 1,405,455

歳 入 決 算 額 14,683,622 12,744,547 1,939,075

歳 出 決 算 額 14,141,396 12,048,949 2,092,447

歳 入 歳 出 差 引 額 542,226 695,598 △ 153,372

実 質 収 支 額 459,647 650,515 △ 190,868

単 年 度 収 支 額 △ 190,868 201,088 △ 391,956

２．歳入

（単位：千円、％）

区 分 平 成 21 年 度 平 成 20 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,513,484 2,687,409 △ 173,925 △ 6.5

地 方 交 付 税 6,031,544 5,762,040 269,504 4.7

国 庫 支 出 金 2,316,599 1,038,163 1,278,436 123.1

県 支 出 金 721,785 772,192 △ 50,407 △ 6.5

市 債 1,257,300 540,800 716,500 132.5

歳 入 計 14,683,622 12,744,547 1,939,075 15.2

３．歳出

（単位：千円、％）

区 分 平 成 21 年 度 平 成 20 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,454,457 2,411,853 42,604 1.8

扶 助 費 2,122,023 2,015,191 106,832 5.3

公 債 費 2,092,339 1,744,880 347,459 19.9

投 資 的 経 費 1,143,706 590,186 553,520 93.8

歳 出 計 14,141,396 12,048,949 2,092,447 17.4

これらの構成比は、人件費 17.4％、扶助費 15.0％、公債費 14.8％、投資的経費 8.0％となっ

ています。

歳入総額は 14,683,622千円ですが、その主なものは次のとおりです。

歳出総額は 14,141,396千円ですが、その主なものは次のとおりです。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

２ １ 年 度 2,536,712 274,447 2,811,159

２ ０ 年 度 2,704,267 264,092 2,968,359

増 減 △ 167,555 10,355 △ 157,200

２ １ 年 度 2,462,120 51,363 2,513,483

２ ０ 年 度 2,630,402 57,007 2,687,409

増 減 △ 168,282 △ 5,644 △ 173,926

２ １ 年 度 97.1 18.7 89.4

２ ０ 年 度 97.3 21.6 90.5

増 減 △ 0.2 △ 2.9 △ 1.2

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
入
率

経済情勢の低迷に伴う厳しい雇用環境、自営業者の経営不振・企業倒産等が引き続いて

おり、依然として市税の収納は厳しい状況にあります。電話催告・自動車のタイヤロッ

ク・債権差押・動産差押・不動産差押等の強化を行っておりますが、現年度分の収納率は

前年度に比較し0.2％の減となっております。滞納繰越分については納付指導による分割納

付の増加及び自動車差押・債権差押・動産差押・不動産差押等を実施しましたが2.9％の減

となっています。全体の収入率は前年度に比較し1.2％の減となっております。尚、今年度

の不納欠損処理は5,143,083円で滞納処分の執行停止額は6,120,900円でありました。

また、差押物件のインターネット公売は88件で1,218,842円の実績となりました。今後も

市税の収入確保には一層の努力をしてまいります。

これからも納税の秩序を維持し税の公平を貫くため、財産調査と滞納処分を強化すると

もに生活困窮者には滞納処分の執行停止等の処理を適切に行い、滞納者の減少に努めてい

きます。
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（３）主要施策の状況

主なソフト事業は以下のとおりです。

主な投資的事業の内容は次のとおりです。

地域コミュニティの拠点施設整備として、天王本郷自治会館建設事業を２，７５２万５千

円、和田妹川自治会館建設事業を２，９０９万８千円で実施しました。

鞍掛沼公園内の直売所建設事業（実施設計）を２，１０６万５千円で実施しました。また、

完成後の出荷体制や運営体制の整備事業を１５８万７千円で実施しました。

追分地区の統合保育園（仮称・追分保育園）整備事業（実施設計）を１，９５２万７千円で

実施しました。

市道の整備では、広域秋田五城目線整備事業９，５８５万１千円、追分下出戸線整備事業

９，２３２万円など総額２億３，７３２万円で実施しました。

地域活性化・生活対策臨時交付金事業を２億８，４７１万２千円で、地域活性化・経済危機

対策事業を３億７，７７５万２千円で実施し、道路や公園、教育施設、消防施設等の整備を実

施しました。

市内３箇所目となる地域子育て支援センターを昭和地区に開設しました。３箇所の運営費は

２，１０４万２千円でした。

新型インフルエンザ予防接種事業は２，１５６万８千円、小児インフルエンザ予防接種事業

は３２２万１千円でした。

妊婦健診の無料化を実施し、妊婦健診に係る事業費は１，４８６万４千円となりました。

緊急雇用創出臨時対策基金事業を３，２５９万６千円で実施しました。

定額給付金給付事業を５億４，８９１万５千円で実施しました。

子育て応援特別手当給付事業を１，６００万円で実施しました。

財政健全化計画に基づく公的資金の補償金免除繰上償還（財政融資資金４件、２，３８９万

８千円の繰上償還と日本郵政グループ資金７件、３億８，４８２万１千円の低利借換）実施

し、将来の利子負担額７，０７７万２千円を軽減しました。

また、土地開発公社の償還金も１件５９４万円を繰上償還し、将来の利子負担額３６万９千

円を軽減しました。
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２．国民健康保険事業特別会計

平成２１年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は３７億２，４５８万１千円で、

その後補正増額され最終予算額は３７億５，９２９万３千円となりました。

歳入決算額は３８億６，８２７万８千円、歳出決算額は３６億１，５９０万２千円、

実質収支は２億５，２３７万６千円となりました。

歳入の主なものとしては、保険税が７億７，２８６万４千円で歳入全体の２０．

０％、国庫支出金が９億４，０５４万７千円で歳入全体の２４．３％、療養給付費等交

付金が２億３，１８４万３千円で歳入全体の６．０％、前期高齢者交付金が８億２，６

４０万８千円で歳入全体の２１．４％、共同事業交付金が４億６，２６９万５千円で歳

入全体の１２．０％となりました。

歳出の主なものとしては、保険給付費が総額２３億９，３５９万６千円です。内訳と

しては、一般被保険者分が２１億７，９８８万７千円、退職被保険者等分が１億９，３

９８万３千円でした。

保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児

一時金６７２万円を、死亡に際しては葬祭費４７４万円を支給しました。

保健事業では、７９３万８千円のうち人間ドックを１０９人分、５１６万９千円で実

施し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・早期治療に努め

ました。

また、後期高齢者支援金等が４億７７０万５千円、介護納付金が１億６，６４８万７

千円、共同事業拠出金が５億５３４万３千円となりました。

加入者及び医療費の状況としては、対前年比で世帯数が１００世帯の減、被保険者数

が１０２人の減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が３１

４，９９６円で対前年比１４，０５９円の増、退職被保険者等分が３６１，８６６円で

対前年比５７，９９９円の減です。
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（１）加入者の状況

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人）

（２）保険税の状況

一世帯当たり及び一人当たり保険税 （単位：円）

（３）医療費の状況

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

注） 療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護・施設療養費
療養費は整骨院・補装具等

2,581,440,106

平成２０年度 316,773,938 3,583,107 320,357,045

114,007,811増減

平成２０年度 693,064,048 133,667 74,196

平成２０年度 4,686 167 332

△ 57,999
419,865

一 般
被保険者

退 職
被保険者

合 計

療 養 費
費 用 額

△ 84

9,239

△ 102

収入額

14,059

療 養 費
費 用 額

一人当たり
医 療 費

1,798,095 245,707,127

114,922,063914,252

361,866

300,937

5,085

△ 100
5,185

被保険者一人
当たり金額

一人当たり
医 療 費

314,9962,696,362,169

156

△ 11

306

△ 26

一般被保険
者単独世帯

混合世帯
退職被保険
者単独世帯

合 計

△ 74,649,918

総医療費

増減 △ 72,864,906

平成２１年度 243,909,032

区分
療養給付費
費 用 額

△ 1,785,012

増減 6,713,767 1,5463,949

31,510,560
平成２０年度 2,550,843,798 30,596,308

平成２１年度 699,777,815 75,742137,616

一世帯当たり
金 額

8,560
平成２０年度 8,578

総医療費

平成２１年度

増減

679

区分

△ 18
763 9,341

平成２１年度

区分

平成２１年度 2,664,851,609

△ 63増減

区分

区分
療養給付費
費 用 額

4,623
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３．老人保健特別会計

平成２１年度老人保健特別会計当初予算額は２５２万２千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は７４３万３千円となりました。

歳入決算額は８３５万４千円、歳出決算額は５７１万８千円、実質収支額は２６３

万６千円となりました。

歳入の主なものは、国庫支出金で２３９万円です。

歳出の主なものは、諸支出金で４９１万２千円です。
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４．後期高齢者医療特別会計

（１）対象者の状況
（単位：人、％）

平成21年度 34,997 4,364 12.5

平成20年度 35,326 4,082 11.6

前年度対比 △ 329 282 0.9

（２）保険料の状況
（単位：円、％）

収 納 率
総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収 普通徴収分

平成21年度 146,871,900 45,780,500 101,091,400 145,138,546 44,047,146 96.2

平成20年度 138,935,500 41,403,500 97,532,000 137,475,400 39,721,400 95.9

前年度対比 7,936,400 4,377,000 3,559,400 7,663,146 4,325,746 0.3

調 定 額 収 入 済 額
区 分

区 分 被保険者数人 口 加入率

平成２１年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は２億５，７９７万５千円で、その後補正

減額され最終予算額は２億３，９４６万５千円となりました。

歳入決算額は２億４，０５２万３千円、歳出決算額は２億３，６８１万４千円、実質収支額

は３７０万９千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が１億４，５１３万９千円で歳入全体の６０．

３％、一般会計繰入金が９，１７９万２千円で歳入全体の３８．２％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金が２億１，５３９万７千円で歳出全体の

９１．０％となりました。
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５．介護保険事業特別会計

平成２１年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が２５億６，３９７万

８千円で、その後補正増額され最終予算額は２６億２，０９５万９千円となりました。

歳入決算額は２６億４，１３７万７千円、歳出決算額は２５億４，２７０万９千円、

実質収支額は９，８６６万８千円となりました。

歳入の主なものとしては、保険料が４億５，６２３万円で歳入全体の１７．３％、国

庫支出金が６億３３６万２千円で歳入全体の２２．８％、支払基金交付金が７億７０９

万１千円で歳入全体の２６．８％、県支出金が３億７，０００万１千円で歳入全体の１

４．０％、繰入金が４億３，９５３万８千円で歳入全体の１６．６％となりました。

歳出の主なものは、保険給付費が２３億６，９４８万８千円で歳出全体の９３．２％、

地域支援事業費が５，２２４万８千円で歳出全体の２．１％となりました。

保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が２１億１，１０３万１千円で保険給付費

全体の８９．０％、介護予防サービス等諸費が７，７９２万７千円で保険給付費全体の

３．３％、また、低所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費

は１億２，９９０万３千円で保険給付費全体の５．５％となりました。

また、地域支援事業費の内訳としましては、介護予防事業費が５９５万６千円、包括

的支援事業・任意事業費が４，６２９万２千円となりました。

次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は８５２万２千円で、その後補正増額され

最終予算額は８７９万８千円となりました。

歳入決算額と歳出決算額は同額で、それぞれ８５０万５千円となりました。

歳入は、全て介護予防サービス計画費のサービス収入で、歳出は全て保険事業勘定へ

の繰出金です。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総数 内認定者数 総数 内認定者数 総数 内認定者数

平成21年度 8,679 1,643 12,730 48 21,409 1,691

平成20年度 8,591 1,599 12,761 50 21,352 1,649

増 減 88 44 △ 31 △ 2 57 42

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総額 普通徴収 特別徴収 総額 普通徴収

平成21年度 462,228 40,712 421,516 454,855 33,339 81.9

平成20年度 407,508 43,746 363,762 401,089 37,327 85.3

増 減 54,720 △ 3,034 57,754 53,766 △ 3,988 △ 3.4

（３）サービス受給者の状況 （単位：千円）

総数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

平成21年度 9,876 1,184 3,798 1,991 1,807 0 14,858

平成20年度 9,599 1,021 3,930 2,033 1,897 0 13,529

増 減 277 163 △ 132 △ 42 △ 90 0 145

（４）介護サービスの利用状況

イ．介護・支援サービス給付費 （単位：千円）

区 分 訪問・通所 地域介護
（グループホームほか）

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成21年度 959,401 276,352 953,204 129,903 50,628 2,369,488 160

平成20年度 855,602 226,264 941,738 122,515 42,626 2,188,745 151

増 減 103,799 50,088 11,466 7,388 8,002 180,743 9

ロ．居宅介護（支援）サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成21年度 155,830 407,299 217,145 179,127 959,401 98

平成20年度 143,125 399,707 154,052 158,718 855,602 90

増 減 12,705 7,592 63,093 20,409 103,799 8

ハ．地域密着型サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成21年度 154,500 77,739 41,010 3,103 276,352 234

平成20年度 142,412 61,850 18,997 3,005 226,264 222

増 減 12,088 15,889 22,013 98 50,088 12

ニ．施設介護サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合計
受給者一人

当たり給付費

平成21年度 477,997 475,207 0 953,204 251

平成20年度 470,820 470,918 0 941,738 240

増 減 7,177 4,289 0 11,466 11

調定

居宅サービス
地域密着型
サービス

区 分

合計

第1号被保険者 第2号被保険者 合計

収入済額 普通徴収分
収納率（％）

区 分
施設サービス

区 分
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６．有線放送事業特別会計

平成２１年度有線放送事業特別会計の当初予算額は４，１６７万１千円で、その後補正

減額され最終予算額は３，７４４万１千円となりました。

歳入決算額は３，７１２万９千円、歳出決算額は３，６６２万７千円で、実質収支は５

０万２千円となりました。

歳入の主なものは、使用料及び手数料が１，６８８万３千円で歳入全体の４５．５％、

一般会計繰入金が１，９８１万４千円で歳入全体の５３．４％となりました。

歳出の主なものは、業務費が４４４万４千円、公債費が１，８８５万５千円となりまし

た。
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（１）システム構成

・２局分散方式 （本部局－７００回線、分散局－６００回線）

（本部局、分散局間は光ケーブル）

・ケーブル延長 ３２．８㎞ （うち光ケーブル２．４㎞）

・自己柱 １３０本

・共架柱 （電力柱－７９１本、ＮＴＴ柱－１５７本）

※特 徴

ａ．地区別 グループ別放送他、電話機からのページング放送

ｂ．キャッチホンサービス（フックボタン）

ｃ．３者通話（フックボタンと相手の番号）

ｄ．チャンネル放送（５ＣＨ） ［１００ＨＺ～１０，０００ＨＺ］

〈１ＣＨ－４３１ ２ＣＨ－４３２ ３ＣＨ－４３３ ４ＣＨ－４３４ ５ＣＨ－４３５〉

（２）使用料及び手数料

基 本 料 金 ………………………………………………………月額 １，１００円

度 数 料 金 …………………………………………………………１回 ５円

付加使用料 …………………………………………………………１台 ４００円

放送手数料（広告放送）

市内 ３回………………………………… ５００円

市外 １回目………………………………２，５００円

２回目以降………………………… １，５００円

＊現在の通話回数利用状況（１日１戸平均）……………………………０．９７回

（昨年同期１．０１回）

（３）加入者の状況

（単位：戸）

区 分 戸 数 加入世帯数 加入率

平成２１年度 １，５０３ １，１０５ ７３.５％

平成２０年度 １，５５０ １，１７８ ７６.０％

前年度対比 △４７ △７３ △２.５％

（４）放 送 時 間

定 時 放 送 ………………………………………………………… １日 ４回

朝 ６時５０分

昼 １２時３０分

３時 １５時００分

夜 １８時４５分
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（５）録音・案内設備（テレフォンサービス）

（１）毎日の放送を録音………………………… ３９３９番 （３回線）

（２）録 音 番 組（ＣＤ情報）………………… ０番 (３回線)

（３）小 学 校 だ よ り………………………………… ８番 （３回線）

（４）センターだより………………………………… ８番 （３回線）

（５）臨時のお知らせ…………………………… ４４４番 （５回線）

（６）農業指導センター情報…………………………… ９番 （３回線）

合 計 ……………………………………………… ２０回線

（６）線路系統図

本 部 局 飯塚分散局

交 換 機 （光ｹｰﾌﾞﾙ） 交 換 機

放 送 架 放 送 架

(700L) (600L)

チャンネル 屋外スピーカー

放 送 架 ３カ所

羽立１、羽立２、羽立３、神明上、神明下、中町１ 町内会 矢坂、宮下、新道上、新道下、駅前、飯塚上

中町２、土手１、土手２、八ツ口、旭町、寺ノ下 ﾍﾟｰｼﾞﾝｸﾞ放送 飯塚下、飯塚浜上、飯塚浜下、雇用促進住宅

岩崎、山根、高田、和田、柳田、妹川浜、金山

＠ グループページング放送システム

（７）各施設の代表番号

潟上市ＩＰ電話への接続 発信は７とＩＰ電話番号

ＩＰ電話からは９１と有線電話番号

市飯田川庁舎………………………………………１１４番５０００番

保健福祉センター …………………………………………１ １ １ 番

介護支援センター ……………………………………… １ １ ２ 番

ＪＡ秋田湖東飯田川支所……………………………………１ １ ６ 番

八郎潟ハイツ…………………………………………………３９００番

飯田川小学校…………………………………………………２１７１番

特別老人ホームわかば園……………………………………５６７８番

羽城中学校……………………………………………………２１８１番

昭和飯田川商工会……………………………………………２０９１番

（８）携帯電話や固定電話からの接続

０１８（８７７）２５８５＋有線番号
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７．農業集落排水事業特別会計

（１）集落排水事業整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％

平成21年度 9,796 139 137 98.6

平成20年度 9,796 139 137 98.6

前年度対比

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成21年度 34,997 4,550 2,934 8.4

平成20年度 35,326 4,550 2,981 8.4

前年度対比 △ 329 △ 47

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km

平成21年度 2,361 78.8 32

平成20年度 2,350 78.8 32

前年度対比 11

区 分

区 分

区 分

平成２１年度農業集落排水事業特別会計当初予算額は２億１，２９３万８千円で、そ

の後補正減額され最終予算額は２億１，１４２万９千円となりました。

歳入決算額は２億１，１９１万５千円、歳出決算額は２億８３３万１千円で実質収支

は３５８万４千円となりました。

歳入の主なものは、農業集落排水施設使用料が２，３３８万８千円で歳入全体の１

１．０％、一般会計繰入金が１億２，３７３万円で歳入全体の５８．４％、借換債の発

行などによる下水道債が５，７４０万円で歳入全体の２７．１％となりました。

平成２１年度末の加入戸数は７１５戸となっています。

また、公営企業経営健全化計画に基づく公的資金の補償金免除繰上償還を実施し、財

政融資資金２件で総額５，１４０万８千円の繰上償還により、将来の利子負担額１，４

７６万２千円を軽減しました。

－ 15－



８．下水道事業特別会計

（１）下水道整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％

平成21年度 9,796 1,542 1,102 71.5

平成20年度 9,796 1,542 1,076 69.8

前年度対比 26 1.7

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成21年度 34,997 33,000 29,070 83.1

平成20年度 35,326 33,000 28,648 81.1

前年度対比 △ 329 422 2.0

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km

平成21年度 22,324 76.8 202

平成20年度 21,492 75.0 196

前年度対比 832 1.8 6

区 分

区 分

区 分

平成２１年度下水道事業特別会計当初予算額は２１億８，２６９万７千円で、その後

補正減額され最終予算額は２１億６，４０６万９千円となりました。

歳入決算額は２１億９，７３４万９千円、歳出決算額は２１億４，４５４万円、歳入

歳出差引額は、５，２８０万９千円で、平成２２年度への繰越財源３千円を差し引いた

実質収支は５，２８０万６千円となりました。

歳入の主なものは、下水道使用料が３億５，７４８万６千円で歳入全体の１６．

３％、一般会計繰入金が６億８，５１２万９千円で歳入全体の３１．２％、下水道事業

債が９億５，８００万円で歳入全体の４３．６％となりました。

歳出では、公共下水道事業として１億７９２万７千円で管渠１，０６７ｍ、汚水桝６

７箇所を、特定環境保全下水道事業として３億３，９７０万９千円で管渠５，０６７

ｍ、汚水桝２２２箇所を施工しました。

平成２１年度末の供用開始面積は、公共下水道と特定環境保全公共下水道の合計で

１，１０２ha、下水道加入戸数は７，４３２戸となっています。

また、公営企業経営健全化計画に基づく公的資金の補償金免除繰上償還を実施し、財

政融資資金１７件、日本郵政グループ資金１１件で総額５億８，８４８万１千円の繰上

償還により、将来の利子負担額１億７，３９１万円を軽減しました。
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９．合併処理浄化槽事業特別会計

（１）合併処理浄化槽事業整備の状況

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成21年度 34,997 715 216 0.6

平成20年度 35,326 718 216 0.6

前年度対比 △ 329 △ 3 0.0

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率

人 ％

平成21年度 216 100.0

平成20年度 216 100.0

前年度対比

区 分

区 分

平成２１年度合併処理浄化槽事業特別会計当初予算額は、５９２万５千円で、その後

補正増額され最終予算額は７８６万４千円となりました。

歳入決算額は６９４万８千円、歳出決算額は５３９万１千円で実質収支は１５５万７

千円となりました。

歳入の主なものは、合併処理浄化槽施設使用料が２９８万円で歳入全体の４２．

９％、繰越金が３３５万４千円で歳入全体の４８．３％となりました。

平成２１年度末の合併浄化槽設置戸数は７７戸となっています。
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１０．豊川財産区特別会計

１１．下虻川財産区特別会計

１２．和田妹川財産区特別会計

１３．飯塚財産区特別会計

平成２１年度豊川財産区特別会計当初予算額は１４４万１千円で、その後補正増額され

最終予算額は２４９万６千円となりました。

歳入決算額は３５６万円、歳出決算額は２１６万５千円で、実質収支は１３９万５千円

となりました。

歳入の主なものは、財産売払収入が１０７万７千円で、内訳は立木売払収入が１２万９

千円、東北電力による立木補償金が８９万８千円となりました。歳出の主なものは、間伐

作業委託料９５万６千円と財政調整基金積立金が１０５万６千円となりました。

平成２１年度下虻川財産区特別会計当初予算額は１０９万３千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は１４９万２千円となりました。

歳入決算額は１４８万９千円、歳出決算額は１１８万５千円で、実質収支は３０万４千

円となりました。

歳入の主なものは財産収入が１０８万９千円で、歳出の主なものは財政調整基金積立金

が３９万９千円となりました。

平成２１年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は５１万円で、その後補正増額され最

終予算額は８６万８千円となりました。

歳入決算額は８６万７千円、歳出決算額は５４万９千円で、実質収支は３１万８千円と

なりました。

歳入の主なものは基金繰入金が３２万６千円で、歳出の主なものは財政調整基金積立金

が３５万８千円となりました。

平成２１年度飯塚財産区特別会計当初予算額は５３万６千円で、その後補正増額され最

終予算額は７５万１千円となりました。

歳入決算額は７４万９千円、歳出決算額は６１万１千円で、実質収支は１３万８千円と

なりました。

歳入の主なものは基金繰入金が２７万１千円で、歳出の主なものは財政調整基金積立金

が２１万５千円となりました。
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１４．土地取得事業特別会計

    

１５．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

以上が本年度の概況でありますが、今後も適切な事業選択とより一層の経費の節減な
ど効率的な事業経営に努めてまいります。

建設工事は、昭栄団地配水管布設替工事（延長430ｍ）、堤の上地区配水管布設工事
（延長43ｍ）などを実施しています。

本年度の水道事業収益は535,457,208円、経常費用は485,511,078円、特別損失
1,156,252円で48,789,878円の純利益が生じました。

また、資本的収支については収入額158,283,158円、支出額377,880,897円（消費税
込）で、資本的収支の不足額219,597,739円は、過年度損益勘定留保資金50,617,884
円、過年度繰延勘定償却8,753,702円、過年度損益修正損56,770円、過年度その他特別
損失698,399円、過年度利益剰余金処分額1,938,264円、当年度資本的収支調整額
5,039,850円、当年度損益勘定留保資金152,492,870円で補てんしました。

また、施設改良工事として、取水井戸の掘り抜き、ろ過機改修、計装設備の更新等
を実施しました。

なお、建設改良費7,812,000円を平成22年度に繰り越しております。

平成２１年度土地取得事業特別会計当初予算額は１，２５５万３千円で、その後補正増

額され最終予算額は３，１３４万３千円となりました。

歳入決算額は３，１３４万円、歳出決算額は３，１３３万８千円で、実質収支は２千円

となりました。

歳入の主なものは一般会計繰入金が３，１３３万９千円で、歳出は土地開発公社償還金

で３，１３３万８千円となりました。

本年度末における給水戸数は10,377戸、給水人口は28,341人で、前年度末と比較し
て給水戸数は41戸増加し、給水人口は419人減少しました。なお、経営変更の認可に伴
い、給水区域を拡大したため、普及率は給水区域内で82.2％となりました。年間総配
水量は3,007,858㎥となり、一日最大配水量は9,741㎥、施設能力（12,735㎥/日）に対
する最大稼働率は、76.5%になりました。

年間有収水量は2,579,954㎥で、有収率は85.8%となり前年度に比較して1.9ポイント
減少しております。

昨年度に引き続き、過去に借り入れた高利率の企業債の公的資金補償金免除繰上償
還を実施し、借換債を発行しました。

内訳は、財政融資資金2件83,335,695円を繰上償還し、借換債発行額は、83,300,000
円となっております。

これにより、14,514,411円の金利負担が軽減されることになりました。
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